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１．前回委員会時の意見（指摘）
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委員意見（指摘）

① 全国の主要な活火山の噴火による降灰を想定し、下水道管理者自らの下水道BCPの改善
の検討が進むように下水道BCP策定マニュアルの改訂を行って欲しい。

② 降灰に対する下水道BCPの検討においては、火山の噴火に関する地域防災計画への記載
の有無により自治体毎に対応が異なることに留意する必要がある。地域防災計画への記載
がない場合、降灰による被害想定、影響、他部局との連携等を地域防災計画に先行して下
水道BCPに位置づけることは困難と考えられる。

③ 火山のハザードマップ等を参照して、降灰の影響範囲、降灰量等から被害想定の検討がで
きるような記載を本策定マニュアルに加えること等を検討する必要がある。

前回委員会時における、大規模噴火時の降灰を下水道BCP策定マニュアルへ位置付けるに
あたっての総論的な意見。

【大規模噴火時の降灰について】
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２．我が国の活火山への対応状況

第３条：火山災害警戒地域
警戒避難体制の整備を特に推進すべき地域を国が指定（49火山、周辺179市町村：令和3年5月時点）

参考：内閣府, 活動火山対策特別措置法の概要, https://www.bousai.go.jp/kazan/kazan_houritsu/pdf/gaiyou.pdf

1972年に発生した桜島の噴火被害を契機に活動火山対策特別措置法が制定
2014年の御嶽山の噴火の教訓を受け法律を改正
火山災害警戒地域に指定された地域は、火山防災協議会の設置、市町村地域
防災計画へ噴火時の避難に関する記載を行う（義務）
道路、下水道等の降灰除去は補助対象事業

活動火山対策特別措置法（抜粋）

第４条：火山防災協議会
都道府県・市町村は、火山防災協議会を設置（義務）

第６条：市町村地域防災計画に定めるべき事項等
協議会の意見聴取を経て、市町村地域防災計画に避難に関する事項等を記載（義務）

第22条：除灰除去事業
市町村の道路、下水道、都市排水路、公園、宅地等の降灰除去は補助対象事業



【参考】活動火山対策特別措置法の概要

引用：内閣府, 活動火山対策特別措置法の概要, https://www.bousai.go.jp/kazan/kazan_houritsu/pdf/gaiyou.pdf 4
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３．市町村地域防災計画における下水道の降灰対策の記載の確認

全国の活火山数111

気象庁が常時観測している火山数50
（硫黄島を除く火山数49）

代表的な15 ※火山周辺の最も人口の多い
自治体の地域防災計画内容を確認

左記15火山の火山防災協議会に属する自治体のうち、
最も人口の多い自治体

（ ）内はR5.1.23時点でHPに公表されている行政人口

• 降灰へのライフライン対策に関する記載があるのは15自治体中8自治体(53%)
(北海道苫小牧市、岩手県盛岡市、福島県福島市、栃木県那須塩原市、神奈川県相模原市、新潟県上越市、
宮崎県都城市、鹿児島県鹿児島市)

• 下水道の降灰対策に関して記載があるのは15自治体中2自治体(13%)
(栃木県那須塩原市、新潟県上越市)

※有史において降灰が多く認められる火山。
【参考文献】損害保険料率算出機構, 噴火履歴に基づく火山災害危険度評価に関する研究, 2019年3月より抽出。

1. 樽前山 北海道苫小牧市（168,299人）
2. 十勝岳 北海道富良野市（20,211人）
3. 有珠山 北海道伊達市（32,395人）
4. 北海道駒ヶ岳 北海道七飯町（27,934人）
5. 岩手山 岩手県盛岡市（285,407人）
6. 蔵王山 山形県山形市（244,102人）
7. 吾妻山 福島県福島市（277,509人）
8. 那須岳 栃木県那須塩原市（116,733人）
9. 浅間山 群馬県高崎市（369,314人）
10.富士山 神奈川県相模原市（726,373人）
11.焼岳 長野県松本市（236,447人）
12.新潟焼山 新潟県上越市（184,941人）
13.阿蘇山 熊本県阿蘇市（24,751人）
14.霧島山 宮崎県都城市（158,571人）
15.桜島 鹿児島県鹿児島市（589,288人）



４．市町村地域防災計画における下水道の降灰対策の記載例

那須塩原市の記載内容（抜粋）

上越市の記載内容（抜粋）
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５ ．富士山のハザードマップによる降灰範囲及び火山防災協議会に属する市町村の位置関係（例）

富士山の降灰の影響範囲と火山防災協議会に属する市町村の位置関係を図示。
降灰は火山防災協議会に属する市町村以外にも影響を及ぼす恐れがあり、対策が求められる。
全国の火山防災協議会に属する自治体（179自治体）及び富士山の噴火により降灰の影響が予測さ
れる自治体（189自治体）は、全国1,719自治体のうち341自治体※（約２割）となる。 ※重複除く

富士山

長野県
埼玉県

東京都
山梨県

神奈川県

静岡県

茨城県

千葉県

富士山火山防災
協議会27市町村

降灰深

凡例

2cm

10cm

30cm

50cm

出典：内閣府, 富士山ハザードマップ検討委員会報告書, 平成16年6月公開, 図-5.5.1降灰可能性マップの降灰深を模写



【参考】富士山のハザードマップによる堆積厚2cm以上の市町村数

都道府県 市町村数
降灰2cm以上の
市町村数

降灰2cm以上の
市町村数割合

東京都
62区市町村

（23区26市5町8村）
53区市町村

（23区26市3町1村） 85%

神奈川県
33市町村

（19市13町1村）
33市町村

（19市13町1村） 100%

千葉県
54市町村

（37市16町1村）
38市町村

（30市7町1村） 70%

埼玉県
63市町村

（40市22町1村）
24市町村

（22市2町0村） 38%

山梨県
27市町村

（13市8町6村）
26市町村

（12市8町6村） 96%

静岡県
35市町村

（23市12町0村）
15市町村

（11市4町0村） 43%

合計
274市町村

（23区158市76町17村）
189市町村

（23区120市37町9村） 69%

※内閣府, 富士山ハザードマップ検討委員会報告書, 平成16年6月公開, 図-5.5.1降灰可能性マップの2cm以上の地域数を記載

富士山のハザードマップで2cm以上降灰範囲となる自治体数を整理。
東京都、神奈川県は全ての市町村が範囲内。
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【参考】日本の火山災害警戒地域一覧

9引用：内閣府, 火山災害警戒地域, https://www.bousai.go.jp/kazan/kazan_houritsu/pdf/kazansaigaichiiki.pdf



【参考】日本の火山災害警戒地域における火山防災対策の取組状況

10引用：内閣府, 火山災害警戒地域における火山防災対策の取組状況（令和４年3月31日現在）,  https://www.bousai.go.jp/kazan/pdf/hinankeikaku.pdf

６．改訂にあたっての方向性
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【委員意見①、②】 ① 全国の主要な活火山の噴火による降灰を想定し、下水道管理者自らの下水道BCPの
改善の検討が進むように下水道BCP策定マニュアルの改訂を行って欲しい。

② 降灰に対する下水道BCPの検討においては、火山の噴火に関する地域防災計画への
記載の有無により自治体毎に対応が異なることに留意する必要がある。地域防災計画
への記載がない場合、降灰による被害想定、影響、他部局との連携等を地域防災計画
に先行して下水道BCPに位置づけることは困難と考えられる。

【方向性】 【降灰に対する下水道BCPの考え方】

火山防災協議会に属する自治体、または火山のハザードマップ等により降灰の影響が
予測される自治体の対応

1. 地域防災計画に火山の噴火に関する記載がある自治体
• 災害規模や被害想定の検討については、地域防災計画に基づき設定することを
基本とし、関連部局との連絡・協力体制を構築及び資機材の確保や配分の調整
をしたうえで、「必要な項目が網羅された下水道BCP」を策定する。

2. 地域防災計画に火山の噴火に関する記載がない自治体
• 災害規模や被害想定の検討については、火山のハザードマップ等により設定。

• 関連部局との連絡・協力体制の構築及び資機材の確保や配分の調整が可能な
自治体においては、「必要な項目が網羅された下水道BCP」を策定する。一方、
可能でない自治体は、「最低限の下水道BCP」を策定する。

自治体の周辺に火山がなく、降灰の影響がない自治体の対応
• 降灰に対する「下水道BCP」の策定は原則不要とする。

【大規模噴火時の降灰について】



６．改訂にあたっての方向性
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【委員意見③】 ③ 火山のハザードマップ等を参照して、降灰の影響範囲、降灰量等から被害想定の検討
ができるような記載を本策定マニュアルに加えること等を検討する必要がある。

【方向性】 • 降灰の影響範囲の考え方や降灰量からの被害想定について、参考となる資料の例をマ
ニュアルへ記載する。

• （例）
• 内閣府、大規模噴火時の広域降灰対策について -首都圏における降灰の影響と
対策-～富士山噴火をモデルケースに～（報告）、令和2年4月
図１－１大規模噴火時の降灰による主な影響の閾値【降雨なし・停電なし】
図１－２大規模噴火時の降灰による主な影響の閾値【降雨あり・停電あり】等

• 降灰の影響範囲が示された火山ハザードマップ等。なお、被害の想定にあたって
は、風向きによって実際の降灰の厚さ等が変化する可能性があることに留意。

【大規模噴火時の降灰について】


